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社 長  ご あ い さ つ

株主の皆様へ

　株主の皆様には、格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　「第70期中間決算のご報告」をお届けするにあたり、皆様の
日頃のご支援に、心より御礼申し上げます。
　わが国は、東日本大震災および原子力発電所事故という未曾
有の経験をいたしましたが、サプライチェーンの再構築が進む
など経済活動は回復の兆しを見せ始めているものと思われます。
　一方海外では、ギリシャを始めとする欧州の財政・金融情勢
の緊張が続いており、世界経済への影響が懸念されます。
　このような状況の中、当社では、活況を呈している東南アジ
アの建設需要や、国内の復興需要に注視しながら、経営資源を
機動的に投入できる体制強化を推進するなど、安定した収益基
盤の構築に努め、強い競争力と体力のある企業を目指しており
ます。
　今後も厳しい経営環境が続くものと思われますが、株主の皆
様におかれましては一層のご理解、ご支援を賜りますようお願
い申し上げます。

平成23年12月

取締役社長 浅井 晶
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当中間期業績概況
　当中間期におけるわが国経済は、欧州の金融不安や米国経済の
低迷を背景に円高基調が定着し、輸出産業を中心として厳しい環
境が続く状況となりました。また、東日本大震災の影響により冷
え込んでいた個人消費につきましても、回復の兆しは見えたもの
のまだ弱含みであり、本格的な景気回復に至っていない状況とな
りました。
　建設業界におきましては、世界的な資源高や東日本大震災の影
響などによる一部建設資材の供給制約や資材価格の上昇、また、
震災の応急・復旧工事対応による労働者不足の影響から生じる工
事進捗の遅延や労務費の上昇など、依然厳しい環境となりました。
　このような状況のもと、当社グループは国内建設事業と海外建
設事業の両輪をもって経営環境の変化に機敏に対応できる安定し
た収益基盤を構築し、強い競争力と体力のある企業に成長するこ
とを骨子とする「中期経営計画」に取り組んでおります。

　当中間期の業績は以下の通りとなりました。
　連結売上高は、建設事業513億19百万円（前年同期比11.4％減）
に不動産事業他12億24百万円（前年同期比79.5％増）をあわせ
525億43百万円（前年同期比10.4％減）となりました。
　損益面におきましては、営業利益は３億２百万円（前年同期比
71.1％減）、経常利益は２億58百万円（前年同期比72.7％減）、中
間純損失は４億28百万円（前年同期 中間純利益８億70百万円）と
なりました。
　なお、通期につきましては、中間期の業績および厳しい業界環
境を勘案し、下表の通りの業績見通しとしております。
　また、期末配当につきましては、誠に遺憾ながら当初予定の１
株当たり６円から、１株当たり３円とさせていただく予定でござい
ます。

営 業 の 概 況
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　当中間期における建設事業の内訳につきましては以下の通りであります。
　多様な用途の施工実績を背景とした技術力の高さをご評価いただいております。

建 設 事 業 概 況
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中 間 連 結 決 算 概 要
中間連結貸借対照表（単位：百万円） 中間連結損益計算書（単位：百万円）

項目 当中間期
（平成23年9月30日現在）

前期
（平成23年3月31日現在）

（資産の部）

流動資産 40,363 45,551

固定資産 19,106 19,680

　有形固定資産 15,452 15,623

　無形固定資産 125 127

　投資その他の資産 3,528 3,929

資産合計 59,469 65,231

（負債の部）

流動負債 43,841 47,768

固定負債 4,823 5,548

負債合計 48,664 53,317

（純資産の部）

株主資本 12,991 13,626

　資本金 5,061 5,061

　資本剰余金 1,400 1,400

　利益剰余金 6,557 7,192

　自己株式 △27 △27

その他の包括利益累計額 △2,498 △2,019

　その他有価証券評価差額金 50 96

　為替換算調整勘定 △2,549 △2,116

少数株主持分 312 307

純資産合計 10,805 11,914

負債純資産合計 59,469 65,231

項目
当中間期

自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

前中間期
自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日

売上高 52,543 58,628

売上原価 49,753 54,983

売上総利益 2,789 3,644

販売費及び一般管理費 2,487 2,599

営業利益 302 1,045

　営業外収益 93 91

　営業外費用 136 188

経常利益 258 949

　特別利益 ― 290

　特別損失 244 41

税金等調整前中間純利益 14 1,198

　法人税、住民税及び事業税 181 180

　過年度法人税等 ― 216

　法人税等調整額 222 11
少数株主損益調整前中間純利益又は
少数株主損益調整前中間純損失(△) △389 790

　少数株主利益又は少数株主損失（△） 39 △80

中間純利益又は中間純損失(△) △428 870

中間連結キャッシュ・フロー計算書（単位：百万円）

項目
当中間期

自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

前中間期
自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日

営業活動によるキャッシュ･フロー △6,025 7,413

投資活動によるキャッシュ･フロー △564 △259

財務活動によるキャッシュ･フロー 144 △609

現金及び現金同等物に係る換算差額 △767 △364

現金及び現金同等物の増減額 △7,212 6,180

現金及び現金同等物の期首残高 19,552 12,326

現金及び現金同等物の中間期末残高 12,339 18,506

（ ）（ ）

（ ）（ ）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会 社 概 要 （平成23年9月30日現在）

  会社名 事業内容

  国内

中野開発株式会社（尼崎市） 不動産事業・その他の事業

  海外

ナカノシンガポール（PTE.）LTD.（シンガポール） 建設事業

PT.インドナカノ（インドネシア） 建設事業

タイナカノCO.,LTD.（タイ） 建設事業

ナカノコンストラクションSDN.BHD.（マレーシア） 建設事業

ナカノインターナショナルCORP.（アメリカ） 不動産事業

取締役名誉会長 大 島 義 和

代表取締役社長 浅 井 　 晶

取 　 締 　 役 笹 　 　 　 裕

取 　 締 　 役 迫 　 宗 和

取 　 締 　 役 中　野　功一郎

取 　 締 　 役 黒 河 利 秀

取 　 締 　 役 安 広 　 誠

常 勤 監 査 役（社外） 河 野 　 勝

常 勤 監 査 役 渡 邊 唯 好

監 　 査 　 役（社外） 佐 藤 俊 一

監 　 査 　 役（社外） 山 谷 耕 平

商 号 株式会社ナカノフドー建設
創 業 昭和8年2月8日
設 立 昭和17年12月19日
資 本 金 50億6,167万8,686円
従 業 員 数 1,196名（連結）　802名（個別）（平成23年9月30日現在）
主要な事業内容 当社グループは、建設事業および不動産事業を主な内容と

して事業活動を展開しております。国内および東南アジア
では総合建設業を、北米では不動産事業を主として営んで
おります。

  国内

本 店 （東京都千代田区九段北四丁目２番28号）

東 京 本 店 （東京都千代田区） 東 北 支 社 （仙 台 市）

名 古 屋 支 社 （名 古 屋 市） 大 阪 支 社 （大 阪 市）

九 州 支 社 （福 岡 市） 土 木 支 店 （東京都千代田区）

北 海 道 支 店 （札 幌 市） 東関東支店 （千 葉 市）

北 関 東 支 店 （さ い た ま 市） 横 浜 支 店 （横 浜 市）

茨 城 支 店 （土 浦 市） 台 東 支 店 （東 京 都 台 東 区）

北 東 北 支 店 （八 戸 市）

  海外

ハノイ駐在員事務所（ベトナム）

ホーチミン駐在員事務所（ベトナム）

取締役 専務執行役員 笹 裕（海外事業本部長）

取締役 常務執行役員 迫 　 宗 和（国内建築営業担当）

取締役 常務執行役員 中　野　功一郎（経理部担当）

取締役 常務執行役員 黒 河 利 秀（社長室・業務監査部・総務部担当）

取締役 常務執行役員 安 広 　 誠（海外事業本部副本部長）

専 務 執 行 役 員 山　下　登志治（大阪支社長）

専 務 執 行 役 員 望 月 藤 一（国内建設事業本部品質管理統轄部長）

常 務 執 行 役 員 川 口 法 男 （ナカノシンガポール（PTE.）LTD.社長兼ナカノコンストラクションSDN.BHD.会長）

執 行 役 員 加 藤 頼 宣（経営企画部担当）

執 行 役 員 竹 谷 紀 之（東京本店長）

執 行 役 員 服 部 　 智 （海外事業本部建設部長兼タイナカノCO.,LTD.会長）

執 行 役 員 下　沖　洋一郎（名古屋支社長）

執 行 役 員 杉 浦 　 優（海外事業本部営業部長）

執 行 役 員 平 井 秀 夫（総務部長）

執 行 役 員 多 田 龍 男（国内建設事業本部事業統轄部長）

執 行 役 員 長 山 和 行（大阪支社副支社長）

執 行 役 員 山 田 　 博（大阪支社営業担当）

執 行 役 員 菅 谷 昭 彦（東京本店営業担当）

取締役および監査役

主要な子会社

主要な事業所

執行役員（平成23年10月1日現在）
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株 式 状 況 （平成23年9月30日現在）
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13.24%
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40.88%

証券会社
0.38%

その他法人
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株式数 金融機関…………………………… 4,567千株

証券会社……………………………… 132千株

その他法人………………………… 14,640千株

外国法人等………………………… 1,054千株

個人・その他……………………… 14,102千株

■発行可能株式総数 154,792,300株

■発行済株式の総数 34,498,097株

■株主数 4,408名

■配当の状況

■大株主

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

公益財団法人大島育英会 6,756 19.65

関東興業株式会社 3,600 10.47

大島　義和 3,076 8.95

株式会社マリンドリーム 2,000 5.82

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,647 4.79

株式会社MBサービス 1,200 3.49

有田　信子 1,170 3.40

ナカノ従業員持株会 996 2.90

ナカノ友愛会投資会 778 2.26

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 661 1.92

（注）持株比率は、自己株式（110,021株）を控除して計算しております。

株式状況 株式分布状況
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本店  〒102-0073 東京都千代田区九段北四丁目2番28号
TEL  03（3265）4661
ホームページ  http://www.wave-nakano.co.jp

株主メモ ご案内

＜表紙写真＞
①NHK新千葉放送会館（千葉県千葉市）
②CSF CX5 データセンター（マレーシア）
③株式会社創味食品丹波第三工場（京都府船井郡）

①
③

②

＜表紙写真レイアウト＞

■事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

■定時株主総会 毎年6月下旬

■基準日 毎年3月31日
そのほか必要がある場合には、あらかじめ公告いたします。

■単元株式数 500株

■�株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

　同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　（連絡先） 〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-232-711（通話料無料）

■公告方法 日本経済新聞に掲載いたします。

当社ホームページを12月中旬にリニューアル公開予定です。
IR情報の他、さまざまな情報をご覧いただけます。

http://www.wave-nakano.co.jp

本報告書は植物油インクで印刷しております。
ご不要の際は、ハリをはずし資源ゴミへ。
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